


 

 



 

 

 

 

 

 今日のＩＣＴ（情報通信技術）の進歩は

めざましく、インターネットを通じた行政

情報の提供、さらには、双方向のコミュニ

ケーションへの進化など、行政事務や行政

サービスのあり方に大きな影響を与えてい

ます。 

 本市においては、情報化を推進し、市民生活の利便性向上と

地域経済の活性化を図るため、平成１０年に１０か年計画の「

鹿児島市地域情報化計画」を、また、１５年には、同計画の後

期に取り組むべき新たなプロジェクトを加えた５か年計画の「

鹿児島市地域ＩＴプラン２１」を策定し、各種情報化施策に取

り組んでまいりました。 

 ＩＣＴは現在進行形で発展を続け、日常生活に深く浸透して

います。また、市民の情報化に対するニーズも、これに伴い高

度化・多様化するなど、情報化を取り巻く環境は刻々と変化し

ています。地方自治体には、こうした社会経済情勢に的確かつ

柔軟に対応していくことが求められています。 

 このようなことを踏まえ、前述の二つの計画期間が終了する

２０年度以降について、引き続き本市の地域情報化を推進する

ため、この度「第二次鹿児島市地域情報化計画」を策定いたし

ました。 

 市民との協働のもと、すべての市民がＩＣＴの利便性を享受

できる社会の実現を目指してこの計画を推進してまいりますの

で、皆様方の一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

   平成２０年３月 

              鹿児島市長  森  博 幸 
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  ＩＣＴ※ （情報通信技術）は、時間と距離を超越することで時間的・空間的制約を克服で

きることから、官民を問わず、さまざまな課題解決の手段として期待されており、地方自治

体においてもその技術はきわめて重要な役割を持っています。 

鹿児島市においても、情報化を推進し、市民生活の利便性向上と地域経済の活性化を図る

ため、平成９年度に「鹿児島市地域情報化計画」を策定しました。 

  その後、情報化施策の推進を本市の大きな柱と位置付ける「第四次鹿児島市総合計画」や

国の「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」の策定を受けて、平成１４年度に「鹿児島市地域情報化計画」

の後期補完計画となる「鹿児島市地域ＩＴプラン２１」を策定し、各種の情報化施策に取り

組んできました。 

  「鹿児島市地域情報化計画」においては、市民情報ネットワーク（市役所ＷＡＮ※ ）や教

育情報ネットワーク（ＫＥＩ－ＮＥＴ）などのインフラ整備、防災情報システムや公共施設

予約システムの整備を、「鹿児島市地域ＩＴプラン２１」においては、電子申請※ システム

や文書管理システムの整備等電子市役所の構築、図書館の蔵書検索システムの整備、ＳＯＨ

Ｏ※ 事業者支援施設の整備、交通カードシステムの導入等を行い、これらの計画は本市の情

報化施策を計画的に遂行する指針として、その役割を果たしてきました。 

 少子高齢化の急速な進行など我が国の社会経済情勢は大きく変化し、ＩＣＴは飛躍的に発

展し続けており、市民の情報化に対するニーズも確実に高度化・多様化し、ＩＣＴは現在で

は生活に不可欠なものとなっています。 

反面、情報化の進展は、デジタル・ディバイド※ （情報格差）、ネット犯罪、情報流出な

どの新たな課題を生み出しています。 

また、本市は平成１６年１１月１日に吉田町、桜島町、喜入町、松元町及び郡山町の隣接

５町と合併しました。市域の大きな拡がりに伴い、その地域特性も大きく変化し、地域間の

デジタル・ディバイドの拡大が懸念されています。 

国においても、その後「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」、「ＩＴ新改

革戦略」を打ち出して、めまぐるしく変化する社会経済情勢や技術革新に対応しようとして

います。 

  そこで、「鹿児島市地域情報化計画」及び「鹿児島市地域ＩＴプラン２１」の計画期間が

終了することを受け、また、新たな国の戦略や指針を踏まえ、本市の地域特性を含めた社会

経済情勢やＩＣＴの大きな変化とこれに伴う市民ニーズの高度化・多様化に対応し、平成２

０年度以降も、本市総合計画に掲げた目標の達成を支援するため、ここに「第二次鹿児島市

地域情報化計画」を策定します。 

 策定の趣旨 １
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  本計画の目的は、次のとおりです。 

 

① 本市の上位計画である「第四次鹿児島市総合計画」に掲げた目標の達成に向けて、これ

を情報化の側面から支援していくこと。 

② 国の戦略や指針を踏まえ、本市の各種情報化施策を計画的及び効率的に推進すること。 

 

 

   

 

  本計画は、情報化に係る基本計画と位置付けられ、本計画に掲げられた情報化施策は、課

題に対し、具体的解決の見通しが立ったときに、総合計画の実施計画に盛り込むことになり

ます。 

 

 

 

   

 

  本計画の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５か年とします。 

ただし、本市を取り巻く社会経済情勢やＩＣＴの変化に的確に対応するため、必要に応じ

て計画を見直すことがあります。 

 

 

 

２ 計画の目的 

３ 計画の位置

計画期間 ４
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  国は、平成１３年１月に「ＩＴ基本法」（高度情報通信ネットワーク社会形成基本法）に

基づいてＩＴ戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）を設置し、「我が国

が５年以内に世界最先端のＩＴ※ 国家となる」という国家目標の実現を目指した「ｅ－Ｊａ

ｐａｎ戦略」を定めました。この行動計画として、「ｅ-Ｊａｐａｎ重点計画」が策定され、

ＩＣＴインフラの整備が進められてきました。 

  また、平成１５年７月には、インフラ整備は達成されつつあるとして、利活用の面に重点

を移した「ｅ-Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」が策定され、「元気・安心・感動・便利」社会を目指し

た施策が展開されています。 

 

【国のＩＴ戦略の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  これを踏まえ、平成１６年５月に、総務省ではこれまでのＩＴ戦略にコミュニケーション

の重視を加えたＩＣＴの戦略を定め、「ｕ-Ｊａｐａｎ構想」を発表し、１２月には次世代

ユビキタス社会（「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」）を平成２２年までに実現する

ことを目指して構想を具体化した「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」を策定しました。 

  ＩＴ戦略本部でも、平成１８年１月に新たな戦略として「ＩＴ新改革戦略」を策定し、「

いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会の実現」を目標に掲げています。

具体的には、２１世紀に克服すべき社会的課題への対応とともに、安全・安心な社会、２１

世紀型社会経済活動を支えるＩＴ経営、世界一の電子行政の実現に取り組むことなどが挙げ

られています。 

 

 

e-Japan 戦略 

(2001 年 1 月) 

e-Japan 戦略Ⅱ

(2003 年 7 月)
e-Japan 戦略Ⅱ加速化パ

ッケージ(2004 年 2 月) 

IT 新改革戦略 

(2006 年 1 月) 

★ＩＴ基本法 
★ＩＴ戦略本部設置 

e-Japan 重点計画 2003

(2003 年 6 月) 

e-Japan 重点計画 2004

(2004 年 6 月) 

e-Japan 重点計画 2002 

(2002 年 6 月) 

e-Japan 重点計画

(2001 年 3 月) 

従来の総務省の IT 政策 

IT 基盤整備 IT 利用・活用重視 
IT 国家達成への重点

政策の明確化 

自立的 IT 社会の実現

IT の構造改革力の追求

世界の IT 革命を先導

するフロントランナー 

2001 2003 2004 2006～ 2010(目標) 

総務省 

IT 戦略本部 

「u-Japan」政策 2004 年～2010 年 

 国の動向 １
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【ＩＴ新改革戦略とｕ－Ｊａｐａｎ政策】 

ＩＴ新改革戦略 

 政 策 主 体 ： ＩＴ戦略本部 

 目 標 年 度 ： ２０１０年 

 目的・目標 ： ＩＴ改革を完成し、日本が持続的発展の可能な自立的で、誰もが主体的に

社会の活動に参画できる協働型のＩＴ社会に変貌すること。 

 

 

ｕ－Ｊａｐａｎ政策 

 政 策 主 体 ： 総務省 

 目 標 年 度 ： ２０１０年 

 目的・目標 ： 世界最先端のＩＣＴ国家として先導すること。 

利活用促進

ナローバンド ユビキタスネットブロードバンド

インフラ整備

ｕ－Ｊａｐａｎ
価値創発

ｅ－ＪａｐａｎⅡ
利活用

ｅ－Ｊａｐａｎ
インフラ

課題解決
（期待実現）

情報化促進

先進的７分野

電子商取引
電子政府

ユビキタスネット

課
題
解
決

 

※ 

※ ※ ※ 
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  また、電子自治体の推進については、総務省が平成１５年８月に「電子自治体推進指針」

を策定（平成１８年７月一部改定）し、主に電子自治体の基盤整備と行政手続等のオンライ

ン※ 化等を推進してきました。その結果、電子自治体の基盤整備等は着実に進展してきま

したが、市民が電子自治体の恩恵を実感できていない、情報セキュリティ対策が徹底されて

いないなどの課題も生じてきました。一方では、地方分権改革の加速、厳しい財政状況など

地方自治体を取り巻く環境が大きく変化しており、こうした状況を踏まえ、総務省では、地

方自治体に対して、今後の電子自治体推進の方向性を提示するため、平成１９年３月に「新

電子自治体推進指針」を策定しました。 

  この指針においては、我が国における電子自治体の現状と課題を明確にした上で、「２０

１０年度までに利便・効率・活力を実感できる電子自治体を実現する」ことを目標としてい

ます。 

 

 

【新電子自治体推進指針】 

 

 【実現すべき目標】

２０１０年度までに利便・効率・活力を
実感できる電子自治体を実現する。

実現に向けた取組方針

住民視点と費用対効果の視点、民間事業者やＮＰＯとの連携推進

今後の重点的な取組事項

１　行政サービスの高度化
　○　行政手続等のオンライン化の推進
　○　行政手続等のオンライン利用の推進
　○　行政手続等の完全オンライン化の実現
　○　官民連携ワンストップサービスの実現
　○　住民への分かりやすい情報提供と行政の透明性拡大
　○　その他の取組事項
２　行政の簡素化・効率化
　○　ＩＴを活用した行政改革の推進
　○　情報システムの見直し、刷新
　○　情報システム調達の透明化・効率化
３　地域の課題解決
　○　ＩＣＴを活用した地域の課題解決
　○　地域の情報格差の解消

共通的な推進事項

１　電子自治体の推進体制の強化
　○　電子自治体のＩＴガバナンスの強化
　○　電子自治体の中核を担う人材の育成
２　共同化・標準化の一層の推進
　○　共同化・標準化の一層の推進
３　新しい技術・モデルの活用
　○　新しい技術・モデルの活用
４　情報セキュリティ対策の強化
　○　個人情報の適正な取扱い
　○　情報セキュリティ対策の徹底
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【国「ＩＴ新改革戦略」】 

いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会の実現 

【総務省「ｕ‐Ｊａｐａｎ 政策」 

次世代ユビキタス社会を平成２２年までに実現 

 

   

 

(1) 本市のこれまでの取組 

  本市では、平成１０年３月に「鹿児島市地域情報化計画」（計画期間：平成１０年度～平

成１９年度）を策定し、地域情報化の推進に取り組んできました。また、同計画の策定から

５年を経過した平成１５年には、ＩＣＴの進展や、国の積極的なＩＣＴ戦略の実施、情報化

に対する市民ニーズの多様化などを受け、これを補完し、計画期間の後期（５年間）に推進

するプロジェクトとして新たな展開方策を加えた「鹿児島市地域ＩＴプラン２１」（計画期

間：平成１５年度～平成１９年度）を策定し、新たな計画推進に向けた課題と取組を示しま

した。 

  本格的な高度情報通信社会が到来しつつある中、平成１９年度には、この「鹿児島市地域

情報化計画」及び「鹿児島市地域ＩＴプラン２１」の計画期間が終了することに伴い、新た

に平成２０年度から平成２４年度までを計画期間とする本計画を策定しました。 

  本計画の策定にあたっては、めざましく進展する情報化に対して、国の施策の方向性を踏

まえるとともに、これまでの鹿児島市の情報化に関する計画に基づき展開してきた各種施策

の事業評価を通して、今後継続・拡充していくべき事業の確認と、地域の実情に即した、広

く市民に開かれた情報化を推進していくための新たな取組を盛り込み、今後５年間の情報化

施策を示しています。 

 

第二次鹿児島市地域情報化計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第二次鹿児島市地域情報化計画 

ビジョン１ 安心して健やかに暮らせるまち 

ビジョン２ 豊かな心と個性を育むまち 

ビジョン３ 人と自然にやさしい快適なまち 

ビジョン４ 機能的で多彩な交流が拡がるまち 

ビジョン５ にぎわいと活力あふれるまち 

ビジョン６ 基本構想の推進 

Ｉ C Ｔ 分

野 か ら

の 支 援

第四次鹿児島市総合計画 

人とまち 個性が輝く 元気都市・かごしま 

１．安心して健やかに暮らせるまち〔安心健康都市〕 

２．豊かな心と個性を育むまち〔個性創造都市〕 

３．人と自然にやさしい快適なまち〔快適環境都市〕 

４．機能的で多彩な交流が拡がるまち〔交流拠点都市〕 

５．にぎわいと活力あふれるまち〔産業活力都市〕 

6．基本構想の推進にあたって 

本市の取組と現状 ２ 



 

 第２章 情報化に関する現状 

 - 10 -

鹿児島市の情報化計画 

 

 

 

(2) 本市の情報化の現状 

  本市の情報化に関する現状を把握するため、平成１８年に「鹿児島市の情報化に関するア

ンケート調査」を実施しました。この調査では、２０歳以上８０歳未満の市民の中から無作

為に抽出された３，０００人に調査票を郵送し、１，５０３件の回答がありました。 

 

 ① 情報関連機器の普及状況 

   市民の情報関連機器の普及率は、前々回（平成１０年調査）、前回調査（平成１３年調

査）と比べると全体的に増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１ 情報関連機器の普及状況の推移 

 

 

② インターネットの利用状況 

   インターネット※ の利用率については、本市は全国平均と比較すると大きく下回ってい

ます。年齢階層別に全国平均（「平成１８年通信利用動向調査：総務省実施」）と比較す

ると、どの年齢層においても全国平均を下回っており、特に５０歳代では３５．７ポイン

トと最も差が大きくなっています。 

   光回線やＡＤＳＬ※ 回線などのブロードバンド契約数が全国的に増加している中で、本

市のインターネットへの接続については、電話回線やＩＳＤＮ回線を利用したものが一定

割合あり、市域内にブロードバンド未整備地域が存在することを裏付けています。 

情報関連機器の普及状況の推移（本市）

19.9%

2.9%

35.3%

52.9%

82.3%

22.9%
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ＰＨＳ
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平成
18年度
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第一次地域情報化計画
第二次地域情報化計画

地域ＩＴプラン２１
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図表２ インターネット利用率の推移（全国平均と本市の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 年齢階層別インターネット利用率（平成１８年・全国平均と本市の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ ブロードバンド契約数の推移（全国） 

 

 

（万契約） 

※ ※ 
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1

自宅でのパソコンによるインターネット接続回線（本市）

電話回線
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ＰＨＳ回線

ブロードバンド回線

ＡＤＳＬ回線

光回線

ケーブルテレビ回線

第３世代携帯電話回線

その他

不明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 自宅でのパソコンによるインターネット接続回線 

 

 

 ③ 本市のホームページの利用状況 

   市民が行政情報を入手する手段としては、広報紙の割合が圧倒的に高いのですが、ホー

ムページは、情報量の多さや即時性などメリットが多く、今後は重要性が高まってくると

考えられます。 

   市民が求めている行政情報は、「住民票・年金・税金等の暮らしの情報」を筆頭に市民

生活に身近な情報が多く、市民のニーズに合った情報をいかに利用しやすく提供していく

かが今後の課題だと思われます。 

 

 

市の携帯電話版ホームページ利用経験（本市）

ある 3.7%

ない 89.0%

不明 7.3%

 

図表６ 市のパソコン版ホームページ利用経験  図表７ 市の携帯電話版ホームページ利用経験 

 

 

N=1,503

市のパソコン版ホームページ利用経験（本市）

ある 22.9%

ない 72.1%

不明 5.1%

N=1,503



 

第２章 情報化に関する現状 

 - 13 -

1.9%

0.3%

5.2%
12.8%

13.0%

14.9%

21.8%

41.6%

53.8%
56.8%

82.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1

行政情報の入手手段の状況（本市）

市が発行する広報紙

新聞、タウン情報、フリーペーパー

テレビ、ラジオ

町内会の回覧

市民便利帳

家族、知人からの口コミ

市役所等に電話等で問合せ

市のホームページ

特に情報を得ていない

その他

不明

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図表８ 行政情報の入手手段の状況 

 

N=1,503 
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公営企業（市立病院、市電、市バス等）に関する情
報
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各種相談や窓口に関する情報
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市の施策や計画に関する情報

市の経済・産業に関する情報

市の財政や組織に関する情報

市議会に関する情報

ボランティア活動に関する情報

国際交流に関する情報

市の統計・調査に関する情報

入札・工事に関する情報

特にない

その他
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不明

 

図表９ 情報化による市民サービスの利用意向 
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④ 情報化に対する不安 

   このように情報化が進展している一方では、「プライバシーの侵害」や「パソコンがで

きる人とできない人とで格差が生じる」などの不安を感じる市民もいます。計画の策定に

あたっては、こうした不安を解消し、多くの人に開かれた情報化の推進が必要となります。 

 

5.7%

7.0%

1.1%

7.1%

5.7%

22.6%

23.1%

30.5%

31.2%

36.2%

44.2%

47.8%

49.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1

情報化に対する不安（本市）

個人情報が漏えいしプライバシーが侵される

パソコン等を利用できる人と利用できない人との
間に格差が生じる

ネットワーク犯罪が増加する

人と人とのふれあいが少なくなる

子どもが教育上好ましくない情報に接する

新しい機器の購入やサービスの加入等経済的負担
が増加する

情報が氾濫し、振り回される

情報通信技術の進展のスピードが速くてついてい
けない

パソコン等を使うことでストレスがたまる

特に不満・不安はない

その他

分からない

不明
N=1,503

 

図表１０ 市民の情報化に対する不安 

 

 

 （資料） 

平成１９年版情報通信白書（総務省） 

平成１８年通信利用動向調査（総務省） 

平成１８年度「鹿児島市の情報化に関するアンケート調査報告書」

（鹿児島市） 
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(3) 鹿児島市地域ＩＴプラン２１の評価 

  「鹿児島市地域ＩＴプラン２１」では、「鹿児島市地域情報化計画」の後期補完計画とい

う位置付けで、医療・保健・福祉・救急分野など１１の分野について、それぞれの情報化を

進めるため、２８の展開方策に取り組み、これらを実現するための具体的施策を実施してき

ました。 

  実施状況及び今後の方針は、次の表のとおりとなっています。 

 

実施状況  今後の方針 

終了 ０施策  拡大 ２２施策

実施中 ２５施策  現状維持 ６施策

構想中 ２施策  完了 ０施策

未実施 １施策  休止・廃止 ０施策

中止 ０施策  その他 ０施策

合計 ２８施策  合計 ２８施策

 

 

 

 



 

 第３章 具体的施策 

 - 17 -

 

 

 

 

 

 

 

具体的施策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章
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  本計画は、上位計画である「第四次鹿児島市総合計画」に掲げた目標の達成を情報化の側

面から支援する計画であり、総合計画の示す施策の大綱をそのままビジョンとしています。 

  また、平成１８年に行った市民アンケート調査結果や学識経験者等の意見から、鹿児島市

の情報化の現状として次の４つの課題が浮かび上がってきました。 

 

第二次鹿児島市地域情報化計画 

３　高齢者・障害者の積極的な社会参加とその支援

１　健康や福祉に関する情報提供ポータルサイト※の構築

医療 ２　医療・保健・福祉・救急分野の提携

学校教育 13　学校における情報教育の充実

15　図書館情報システムの充実

文化財の保護と活用 16　歴史・文化資産のデジタル化の推進

男女共同参画の形成 28　男女共同参画活動支援ネットワークの形成

コミュニティ 26　インターネットによる市民コミュニティの形成

５　環境に関する情報システム

交通 24　交通カードシステムの導入

22　ＩＴを活用した情報発信・交流の促進

23　無線ＬＡＮ
※
システムを活用した交流スペース設置の支援

21　「かごしまＩＴウィーク（仮称）」の開催

12　ホームページの充実と積極的な活用

国際交流 25　国際交流、地域間交流促進のためのインターネット活用

17　地域産業の情報化の推進

18　情報関連産業の育成支援

19　ＳＯＨＯ事業者の育成支援

観光 20　ＩＴを活用したきめ細やかな観光情報提供サービスの充実

市民参画 27　ＩＴを活用したパブリックコメント
※
の実施

７　文書管理システム

11　行政評価システム

９　住民票等手続のネットワーク化やＩＣカード※の活用

10　統合型地理情報システム

６　申請・届出等手続のオンライン化

８　電子調達
※
システム

産業

２　豊かな心と個性
を育むまち

第四次鹿児島市総合計画

生涯学習

１　安心して健やか
に暮らせるまち

安心・安全 ４　防災システムの充実

福祉・子育て

６　基本構想の推進
電子市役所

14　生涯学習へのＩＴの活用とその支援

３　人と自然にやさ
しい快適なまち

環境

４　機能的で多彩な
交流が拡がるまち

地域情報化

鹿児島市地域ＩＴプラン２１

５　にぎわいと活力
あふれるまち

 

 

 計画の目標と施策の体系 １
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  ■ 高齢者のＩＣＴ利用促進 

  ■ 情報の双方向性の活用（コミュニティ※ 形成） 

  ■ 発信する情報の質の向上（アクセシビリティ※（利用しやすさ）・分かりやすさ） 

  ■ 地域間格差の解消 

  これらを踏まえて、各ビジョンに関連する分野ごとに以下の図のとおり具体的な取組を定

めました。これまで実施してきた施策も含めて、情報の質の向上について重点的に取り組み

ます。 

施策体系図 

高齢者
対策

双方向
性

情報の
質

地域間
格差

１　防災情報提供の充実 ○

２　消防救急体制の充実

３　地域福祉ネットワークの構築 新規

４　子育て支援情報の提供 新規

５　学校における情報教育の充実

６　生涯学習へのＩＣＴ活用 ○

７　公共施設予約システムの拡充 ○

８　図書館情報システムの拡充 ○

９　地域コミュニティの形成 ○

10　グリーンＩＣＴ
※
への取組 新規

11　環境に関する情報システムの構築及び拡充 ○

12　公共交通機関の機能強化 新規

13　地域ポータルサイトの構築

14　通信基盤の整備 新規 ○

15　ＩＣＴメリットの広報 新規 ○

16　ＩＣＴイベントの開催 ○

17　ホームページ等を利用した情報発信の充実 ○

18　携帯電話の活用 ○

19　国際交流情報の充実 ○

20　高度ＩＣＴ人材の育成 新規

21　地域産業の情報化の推進

22　情報関連産業・ＳＯＨＯ事業者の育成支援

23　観光情報提供サービスの充実 ○

24　市民意見の市政反映 ○

25　庁内システムの最適化 新規

26　庁内業務効率化に向けたＩＣＴ活用 新規

27　市税等納付方法の拡大

28　ＩＣカードの活用

29　地理情報システムの活用

30　電子申請システムの拡充 ○

31　電子調達システムの拡充

32　コールセンター※
の構築

33　市立病院システムの拡充 新規

34　情報セキュリティの推進

新規施策 10施策 ３施策 ３施策 ８施策 １施策

第二次鹿児島市地域情報化計画

４つの課題への対応
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(1) ビジョン１ 安心して健やかに暮らせるまち 

 

  「安心して健やかに暮らせるまち」を目指し、防災情報のリアルタイムな発信や消防救急

体制の充実により、災害対応の迅速化、市民生活の安心感の向上を図ります。 

また、地域福祉ネットワークの構築による福祉団体等の地域でのネットワーク活動やボラ

ンティア活動の支援、育児に関する提供情報の充実や母親が集うコミュニティの場の提供に

よる子育て支援を行います。 

 

 

 

 

No  施 策 名 防災情報提供の充実    充実 
         

 概 要 市民に対し発信している防災情報や災害発生情報について、よりきめ細か

く、よりリアルタイムに発信し、市民生活の安心感を高めます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏防災情報システムの再構築（安否確認機能追加等）

❏安心ネットワーク１１９の拡充（配信情報登録地域

の見直し等） 

❏雨量観測システムの拡充（観測局の増設等） 

 

登録者数 

 

観測局数 

１ 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

No  施 策 名 消防救急体制の充実    充実 
         

 概 要 複雑多様化する災害に対し、効率的な情報活用、迅速・的確な出動指令及

び消防隊・救急隊の効果的な運用のため、システムのさらなる充実を行

い、市民の生命・身体・財産等の保護を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏消防緊急通信指令システムの再構築（ＩＰ電話※ ・

携帯電話対応、広域化・デジタル化対応） 

 

 

２ 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

 

 

 

 

 

 

 

 

安心・安全 

 具体的施策 ２ 
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No  施 策 名 地域福祉ネットワークの構築 新規    
         

 概 要 地域福祉館単位で地域福祉ネットワークを構築し、地域福祉館を拠点とし

た福祉団体等の地域でのネットワーク活動やボランティア活動の支援を行

います。 

   指 標 

 具 体 策 ❏地域福祉館へのパソコン配備 

❏地域福祉ネットワークの構築 

台数 

 

３ 

 対 象    市民向け    

            

 

 

 

 

No  施 策 名 子育て支援情報の提供 新規    
         

 概 要 本市の子育て支援施策や子育て支援活動などに関する情報を提供し、子育

て支援を行います。また、妊産婦や母親同士が情報交換できる場の提供に

ついて検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏子育て支援情報サイトの構築 

❏親子つどいの広場へのＩＣＴコーナー設置 

アクセス数 

４ 

 対 象    市民向け    

            

 

 

福祉 

子育て 
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(2) ビジョン２ 豊かな心と個性を育むまち 

 

  「豊かな心と個性を育むまち」を目指し、学校教育や、生涯学習など様々な教育、学習の

場を通して、情報機器に関する学習機会の提供と利用促進を図ります。 

  また、ＩＣタグによる蔵書管理や双方向通信による地域コミュニティの形成など、ＩＣＴ

を大いに活用した施策にも取り組みます。 

 

 

 

 

No  施 策 名 学校における情報教育の充実    充実 
         

 概 要 情報教育を推進するため、学習用コンテンツ※ の配信や学校ホームページ

の充実、機器の整備・充実を更に進めるとともに、コンピュータの基本操

作習得の機会を増やします。 

   指 標 

 具 体 策 ❏学習用コンテンツの配信 

❏学校ホームページの充実（ブログ機能追加等） 

❏学習用・校務用機器等の整備 

❏学習メディア作品コンクールの実施 

コンテンツ数 

アクセス数 

 

作品数 

５ 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

 

 

 

 

No  施 策 名 生涯学習へのＩＣＴ活用    充実 
         

 概 要 市民がＩＣＴの恩恵を受けられるよう、様々なパソコン講座を開催し、ま

た情報ボランティアの育成を行います。 

   指 標 

 具 体 策 ❏ＩＣＴ基礎講座の実施 

❏地域公民館等での講座開催用機器及び無線ＬＡＮ環

境の構築 

❏情報ボランティア（ＩＣＴサポーター）の育成 

開催回数、受講者数

導入割合 

 

ボランティア数 

６ 

 対 象    市民向け    

 

 

 

 

 

 

 

           

学校教育 

生涯学習 
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No  施 策 名 公共施設予約システムの拡充    充実 
         

 概 要 公共施設予約システム（キュートピアネット）を見やすく改修するととも

に、施設予約時に使用料の支払まで可能にするマルチペイメント※ ネット

ワークへの対応や各種メール配信機能について検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏キュートピアネットの拡充（抽選結果メール配信、

イベント情報メールマガジン※ ） 

❏マルチペイメントネットワーク対応 

予約件数 

７ 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 図書館情報システムの拡充    充実 
         

 概 要 インターネット蔵書検索・予約等サービスについて、貸出中の図書だけで

なく、すべての図書がインターネット予約できるよう検討します。また、

貸出・返却業務の迅速化及び本の盗難防止を図るため、蔵書ＩＣタグ管理

についても検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏インターネット蔵書検索・予約等サービスの拡充 

❏図書館蔵書のＩＣタグ管理 

インターネット予約率

紛失書籍数 

８ 

 対 象    市民向け    

            

 

 

 

 

No  施 策 名 地域コミュニティの形成    充実 
         

 概 要 行政と市民間の情報格差解消や地域コミュニティの形成にあたり、地域Ｓ

ＮＳ※ の構築を検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏地域ＳＮＳの構築  登録者数 

9 

 対 象    市民向け    

            

 

 

コミュニティ 
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(3) ビジョン３ 人と自然にやさしい快適なまち 

 

  「人と自然にやさしい快適なまち」を目指し、環境に配慮した取組を積極的に進めます。 

  具体的には、環境情報システムの構築など、行政と市民が一体となって活動に参加できる

環境の整備を進めます。 

 

 

 

 

No  施 策 名 グリーンＩＣＴへの取組 新規    
         

 概 要 ＩＣＴの効果的な利用を通じて、地球温暖化対策など、行政・市民が一体

となった環境保全活動を支援します。また、行政内部のサーバ機器等の統

合など、本市自ら環境対策に積極的に取り組みます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏地球温暖化対策ホームページの構築 

❏庁内サーバ統合等による消費電力及びＣＯ２の削減 

❏エコポイントシステムの導入 

アクセス数 

 

カード発行枚数 

10 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

No  施 策 名 環境に関する情報システムの構築及び拡充    充実 
         

 概 要 環境未来館を拠点に、環境情報の提供や環境学習の効果的な推進のため、

地理情報システムやキッズシステム、ＴＶ会議システムなどを取り入れた

環境情報システムを構築します。また、環境に関する既存システムについ

ても環境情報システムとの連携・改修を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏環境情報システムの構築 

❏光化学オキシダント※ 情報発信システムの構築 

アクセス数 

アクセス数 

11 

 対 象 庁内向け 市民向け    

 

 

 

環境 
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(4) ビジョン４ 機能的で多彩な交流が拡がるまち 

 

  「機能的で多彩な交流が拡がるまち」を目指し、公共交通機関を中心とした交通環境の整

備や、国際交流の促進を図ります。 

また、地域ポータルサイトや通信基盤の整備により、地域の情報化を推進します。 

 

 

 

 

No  施 策 名 公共交通機関の機能強化 新規    
         

 概 要 県内の鉄道、バス、路面電車、船舶などの公共交通機関に係る統一的・総

合的な情報提供システムの構築を検討します。また、バス停へのバスの現

在位置を表示する装置の設置や、出発地から目的地までの時刻、料金、経

路を案内するサービスについて、既存のシステムとの連携も考慮しながら

検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏公共交通総合案内システムの構築 

❏バスロケーションシステムの導入 

❏時刻経路料金検索サービスの導入 

 

導入バス停数 

アクセス数 

12 

 対 象    市民向け    

            

 

 

 

 

交通 
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No  施 策 名 地域ポータルサイトの構築    充実 
         

 概 要 行政、民間を問わない地域の様々な情報をまとめて発信し、情報を共有す

ることで、市民生活の利便性向上と地域経済の活性化を図るため、地域ポ

ータルサイトの構築を検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏地域ポータルサイトの構築 コンテンツ数 

13 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 通信基盤の整備 新規    
         

 概 要 すべての市民がＩＣＴの恩恵を享受できるよう、ブロードバンド整備促進

や地上デジタル放送への完全移行、携帯電話圏外対策など、地域間の情報

通信格差の是正を図るため、その支援について検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏ブロードバンド整備促進支援 

❏地上デジタル放送難視聴対策支援 

❏携帯電話圏外対策支援 

未整備地区基地数 

難視聴世帯数 

圏外人口 

14 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 ＩＣＴメリットの広報 新規    
         

 概 要 ＩＣＴに不慣れな高齢者等に対し、パソコンや携帯電話の普及率の向上に

よりＩＣＴの便利さを享受してもらえるよう、ＩＣＴを利用することによ

るメリットの広報に取り組みます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏ＩＣＴ使用のメリット広報  

15 

 対 象    市民向け    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

地域情報化 
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No  施 策 名 ＩＣＴイベントの開催    充実 
         

 概 要 ＩＣＴに関する総合的なイベントを開催し、市民のＩＣＴに対する関心を

高めるとともに、地元ＩＣＴ産業の活性化を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏ かごしまＩＴフェスタ（仮称）の開催 来場者数 

16 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 ホームページ等を利用した情報発信の充実    充実 
         

 概 要 市民にとって利用しやすいホームページとなるよう、現在の各種ホームペ

ージの機能強化や内容の充実、アクセシビリティ・ユーザビリティ※ の向

上を図ります。また、メールマガジンの発行による情報発信の充実を検討

します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏鹿児島市ホームページの充実 

❏本市告示のホームページ掲載 

❏かごしまデジタルミュージアムの充実 

❏男女共同参画ホームページの充実 

❏メールマガジンによる情報発信の充実 

アクセス数 

 

 

 

登録者数 

17 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 携帯電話の活用    充実 
         

 概 要 携帯電話普及率の大幅な増加に対応するため、携帯電話に対応した様々な

情報発信を行います。 

   指 標 

 具 体 策 ❏携帯電話サイトのコンテンツ充実 

❏携帯電話向け地図情報サービスの提供 

❏二次元コード※ 活用による新サービスの導入 

❏学校における保護者への情報の配信 

サービス数 

アクセス数 

18 

 対 象    市民向け    
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No  施 策 名 国際交流情報の充実    充実 
         

 概 要 国際交流のためのホームページとして運営している鹿児島市国際交流市民

の会ホームページについて、英語、韓国語等のページ作成やメーリングリ

スト※ による情報発信など、内容の充実を検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏鹿児島市国際交流市民の会ホームページの充実（多

言語対応、メール配信等） 

アクセス数 

19 

 対 象    市民向け    

            

 

 

 

 

国際交流 



 

 第３章 具体的施策 

 - 29 -

(5) ビジョン５ にぎわいと活力あふれるまち 

 

  「にぎわいと活力あふれるまち」を目指し、情報関連産業の育成、中小企業の情報化促進

やＩＣＴ人材の育成等により、経済の活性化を図ります。 

また、インターネットを活用して、観光・イベント・特産品等の情報を広く発信し、観光

や特産品の振興を図ります。 

 

 

 

 

No  施 策 名 高度ＩＣＴ人材の育成 新規     
         

 概 要 市内の情報関連企業の高度化を図るため、ＩＣＴ技術者の育成を行いま

す。 

   指 標 

 具 体 策 ❏高度ＩＣＴ人材育成講座の開催 

 

受講者数 

 

20 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 地域産業の情報化の推進    充実 
         

 概 要 市内の中小企業の情報化を促進するため、ホームページ作成や電子商取引

等に関するセミナーなどを開催するとともに、市内製造業者のデータベー

スを作成し、インターネット上で公開します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏情報化セミナー等の開催 

❏企業情報データベースの作成 

受講者数 

企業データ数 

21 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 情報関連産業・ＳＯＨＯ事業者の育成支援    充実 
         

 概 要 ソフトプラザかごしまを拠点とした創業間もない市内情報関連企業の支援

や市外情報関連企業の誘致に取り組みます。また、ソーホーかごしまを拠

点に、ＳＯＨＯ事業者及びＳＯＨＯを目指す市民の支援、イベント等の開

催に取り組みます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏ソフトプラザかごしま・ソーホーかごしまの運営 

❏情報関連企業の誘致 

❏ＳＯＨＯ支援イベントの開催 

入居数 

誘致企業数 

来場者数 

22 

 対 象    市民向け    

            

 

 

 

産業 
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No  施 策 名 観光情報提供サービスの充実    充実 
         

 概 要 本市観光ホームページにおいて、観光イベント等の動画インターネット配

信についての整備を行います。また、鹿児島商工会議所等と共同で運営す

る「観光と特産品の情報ステーション」において、観光客や市民等が、鹿

児島の観光や特産品等の情報を閲覧できるホームページを作成します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏観光イベントの動画インターネット配信 

❏ホームページの作成 

アクセス数 

アクセス数 

23 

 対 象    市民向け    

            

 

 

観光 
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(6) ビジョン６ 基本構想の推進 

 

  本計画は、第１章で示したとおり、第四次鹿児島市総合計画を情報化の側面から支援して

いくものです。したがって、個々に掲げたビジョンは、それぞれが総合計画で「施策の大綱

」として示された内容と対応しています。 

  その中でビジョン６は、基本構想の推進としており、ビジョン１からビジョン５までの施

策の大綱の達成に共通して必要な市民参画の推進などに関する情報化施策に取り組みます。 

  また、新電子自治体推進指針（総務省）に基づき、各自治体で電子自治体推進計画を策定

することとされており、本ビジョンにおける「電子市役所」として掲げている１０の方策に

ついて、これを本市の「電子自治体推進計画」とします。 

 

 

 

 

No  施 策 名 市民意見の市政反映    充実 
         

 概 要 市政に広く市民の声を反映させるための「わたしの提言」制度の推進や、

パブリックコメント制度を充実させます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏電子メールによる「わたしの提言」の推進 

❏主な意見のインターネットでの公表 

意見数 

アクセス数 

24 

 対 象    市民向け    

            

 

市民参画 
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No  施 策 名 庁内システムの最適化 新規    
         

 概 要 システム再構築、ネットワーク統合、システム調達ガイドライン等の全体

最適化や、電子行政を行うための標準化した統合連携基盤の構築を検討す

ることで、行政サービスの高度化とコスト削減を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏業務・情報システム最適化指針の策定 

❏統合連携基盤（地域情報プラットホーム）の整備 

❏ネットワークの統合及び端末の共用化 

❏業務システム再構築(レガシーシステム※ の見直し)

❏システムの調達ガイドラインの策定 

 

 

 

 

 

25 

 対 象 庁内向け       

            

No  施 策 名 庁内業務効率化に向けたＩＣＴ活用 新規    
         

 概 要 現在紙で行われている庁内業務の電子化や既存内部システムの更新を行

い、業務の効率化とコスト削減による市民サービスの向上を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏庶務事務システムの導入 

❏設計書・図面等の電子化による管理 

❏建築物データベースの構築 

❏消防支援情報システムの再構築 

 

 

コンテンツ数 

26 

 対 象 庁内向け       

            

No  施 策 名 市税等納付方法の拡大    充実 
         

 概 要 本市と金融機関とをマルチペイメントネットワークで結び、収納データを

伝送することで、市税等の納付方法の拡大による市民サービスの向上を図

ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏電子納付システムの導入 利用率 

27 

 対 象 庁内向け 市民向け    

 

 

 

 

 

 

 

 

           

            

電子市役所 
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No  施 策 名 ＩＣカードの活用    充実 
         

 概 要 住民基本台帳カードの二次的な利用を検討し、普及を図ります。また、ラ

ピカなどの交通カードについて、「定期券・回数券」としての利用だけで

なく、その他の活用方法も検討します。 

   指 標 

 具 体 策 ❏自動交付機の追加導入 

❏住民基本台帳カードの二次利用 

❏交通カードシステムの有効活用 

自動交付機利用件数

発行枚数 

発行枚数 

28 

 対 象    市民向け    

            

No  施 策 名 地理情報システムの活用    充実 
         

 概 要 個別で利用している地図情報を一元的に整備・管理し、事務の効率化・問

い合わせ対応の迅速化を図るとともに、公開可能な地図データをインター

ネットに公開し、市民サービスの向上を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏統合型ＧＩＳ※ 公開システムの構築 

❏公共施設ルート探索システムの構築 

❏ごみステーション管理システムの構築 

❏都市計画図、道路台帳、住居表示台帳等、各種台帳

の電子化 

空間データ数 

29 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

No  施 策 名 電子申請システムの拡充    充実 
         

 概 要 市民が行政に対し行う各種申請・届出等を電子化するため、県と県下市町

村で共同構築した電子申請システムについて、証明書の郵送サービスなど

の新たなサービスを検討し、利用率の向上を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏電子申請システムの拡充（郵送サービス等） 申請件数 

30 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

No  施 策 名 電子調達システムの拡充    充実 
         

 概 要 入札・契約に関する事務を電子化し、入札の競争性、透明性、公平性の向

上を図るため、県及び県下市町村と共同で電子調達システムの構築及び運

営を行います。 

   指 標 

 具 体 策 ❏電子調達システムの構築・運営 入札・契約数 

31 

 対 象 庁内向け 市民向け    
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No  施 策 名 コールセンターの構築    充実 
         

 概 要 市民から市役所への問い合わせに迅速かつ的確に対応するため、平成１９

年度に設置したコールセンター及びＦＡＱ※ システムについて、さらに充

実した運用を図り、市民への情報提供の拡大を図ります。 

   指 標 

 具 体 策 ❏鹿児島市コールセンターの運営 

❏ＦＡＱシステムの拡充 

コールセンター回答割合

32 

 対 象 庁内向け 市民向け    

            

No  施 策 名 市立病院システムの拡充 新規    
         

 概 要 現在の市立病院システムと連携した電子カルテシステムや医療画像管理シ

ステムなどを検討し、診療情報の効率化による患者の待ち時間短縮を図り

ます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏電子カルテシステムの導入 

❏医療画像管理システムの導入 

❏病診連携システムの導入 

 

33 

 対 象 庁内向け   市民向け    

            

No  施 策 名 情報セキュリティの推進    充実 
         

 概 要 本市の情報資産を内外のあらゆる脅威から防御することで、市民の個人情

報をはじめとする情報資産を保護し、市政への信頼性と市民生活の安全性

をさらに向上させます。 

   指 標 

 具 体 策 ❏情報セキュリティ監査の推進 

❏情報セキュリティ対策の推進 

❏未承認端末の不正接続防止 

❏業務パソコンへのＩＣカード認証の導入 

監査の実施頻度 

34 

 対 象 庁内向け       
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  これまで、ＩＣＴには課題解決力が大きいという特性があることからシステムを導入した

ものの、必ずしも市民にとって利用しやすいものではなかったり、費用に対し効果が小さか

ったりすることがありました。そこで情報化施策の推進にあたっては、次の８つの視点に留

意し、事前に十分な検討を行います。 

 
  ① 利用者の視点 

    情報化を行う目的のひとつは、利用者の作業を軽減することであり、利用者の意見を

十分に聴取し、作業効率が上がるように業務を設計します。 

  ② 費用対効果の視点 

    地方自治体の厳しい財政状況をふまえ、費用対効果を十分に検討し、より効率的かつ

効果的にシステムを導入します。 

  ③ 市民との協働の視点 

    事業主体を安易に市単独とすることなく、市民・ＮＰＯなどの関係団体、民間企業、

大学をはじめとする研究機関、その他の公共機関との連携を図りながら進めていきます。 

  ④ 共同化の視点 

    システム運用経費の削減や市民生活の利便性向上のために、複数の地方自治体で行う

共同アウトソーシングを進めます。さらに、人材育成や情報セキュリティ対策等におけ

る団体間の連携、協力等に幅広く共同して取り組みます。 

  ⑤ 標準化の視点 

    国内外の標準化の動向に注意しながら、可能な限り国際標準、国内標準に準拠してシ

ステムを設計します。共通に参照できるオープンな標準仕様や共通的な仕様、無償又は

低コストで再利用が可能なプログラムがある場合には、これを活用します。 

  ⑥ ユニバーサルデザインの視点 

    年齢、性別、障害の有無、国籍等によりＩＣＴの便益の享受に格差が生じないように、

ユニバーサルデザインに配慮した機器やサービス等の導入を推進します。 

  ⑦ 情報セキュリティ対策の視点 

    「鹿児島市情報セキュリティポリシー※ 」に基づいて対策を推進し、特にＩＣＴの

高度化に伴い技術的対策を一層強化します。 

  ⑧ 環境配慮の視点 

    地球温暖化は急激に進行しており、温室効果ガスの抑制はすべての分野において緊急

の課題となっていることから、ＩＣＴの分野においても、機器の選定やサービスの開発

については、環境に配慮して行います。 
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庁内体制 庁外体制

各システム部会
　部会長＝各局長

鹿児島市地域情報化
推進本部幹事会
　幹事長＝企画部長

鹿児島市地域情報化推進
本部ワーキンググループ

鹿児島市地域情報
化推進委員会
　学識経験者
　公募市民

意
見
提
言

鹿児島市地域情報化推進本部
 　本部長＝副市長

 

 

 

   

 

  各施策の具体策ごとに指標を定めて（Ｐｌａｎ）実施し（Ｄｏ）、これに基づき進捗状況

を調査し（Ｃｈｅｃｋ）、課題を明らかにし、解決を図っていく（Ａｃｔｉｏｎ）、いわゆ

るＰＤＣＡサイクルを確立し、計画の実効性を確保していきます。 

  毎年度、この調査結果を鹿児島市地域情報化推進本部会議に報告します。また鹿児島市地

域情報化推進委員会を開催し、情報化施策の進捗状況や問題点等に関する意見・提言をいた

だいてまいります。 

 

 

   

 

  計画の策定にあたっては、学識経験者や公募市民を含む鹿児島市地域情報化推進委員会に

より、意見・要望等の聴取を行いながら内容の検討を行いました。また、「鹿児島市の市民

参画を推進する条例」に基づくパブリックコメントの実施により、市民の意見を反映いたし

ました。 

  計画の推進段階では、年度ごとに、計画の達成状況をホームページ等を利用して市民に公

表し、これに対する意見を頂きながら、施策の調整、推進を図っていきます。

 

 

 

推進体制 １ 

計画の進捗状況の管理 ２

市民との協働 ３ 
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索引 用語 用語解説 主な使用箇所 

あ ＩＣカード 内部にＩＣ（情報集積回路）を埋め込んだカード

のこと。大容量のデータが記憶できるだけでなく

カード自体でデータの加工や処理が行える。 

第３章１ 

 ＩＴ Information Technology の略。日本語訳は「情

報技術」もしくは「情報通信技術」。コンピュー

タシステムを構成するハードやソフトの技術から

情報の活用方法まで、広い意味で使用されてい

る。 

第２章１ 

 ＩＣＴ Information and Communications Technology の

略。情報通信技術を表す。日本では「IT」が一般

的に使われているが、これに「Communications」

を加えた「ICT」が国際的には定着している。 

第１章１ 

 ＩＰ電話 インターネットで使われる通信手段（インターネ

ット・プロトコル）を使って電話をかけ、相手と

通話するもの。従来型の電話局を経由せずに電話

ができる。 

第３章２ 

 アクセシビリティ 情報やサービス、ソフトウェア等が、どの程度広

汎な人に利用可能であるかをあらわす語。特に、

高齢者や障害者等ハンディを持つ人にとって、ど

の程度利用しやすいかということを意味する。 

第３章１ 

い インターネット Internet。アメリカの研究機関等のネットワーク

を接続したことから始まり、その後様々なコンピ

ュータネットワークが接続されることで世界中に

ひろがったコンピュータネットワークのこと。 

第２章２ 

え ＡＤＳＬ 電話線を使い高速なデータ通信を行う技術。一般

の加入電話に使われている１対の電話線を使って

通信する。 

第２章２ 

 ＦＡＱ Frequently Asked Question の略。頻繁に尋ねら

れる質問のこと。多くの人が同じような質問をす

ると予想されるときに、あらかじめ回答を用意し

たＱ＆Ａ集を指す。 

第３章２ 

 ＦＴＴＨ Fiber To The Home の略。各家庭まで光ファイバ

ケーブルを敷設することにより、数１０～最大１

００Ｍｂｐｓ程度の超高速インターネットアクセ

スが可能 

第２章２ 

お オンライン Online。ネットワーク上でのやり取りのこと。 第２章１ 

く グリーンＩＣＴ 環境保護に配慮した情報通信技術のこと。グリー

ンＩＴともいう。 

第３章１ 

こ 光化学オキシダン

ト 

自動車や工場から排出された窒素酸化物や炭化水

素類などの一次汚染物質が、太陽光線中の紫外線

を受けて光化学反応を起こして発生する物質 

第３章２ 

 コールセンター 企業や地方自治体等で、電話やファックス、イン 第３章１ 

 用語解説 １ 
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索引 用語 用語解説 主な使用箇所 

ターネット等によるお客様や市民からの質問や問

合せに対応する専門の部署のこと。 

 コミュニティ 人々が共同体意識を持って生活を営む一定の地域

のこと。地域社会 

第３章１ 

 コンテンツ Contents。情報の内容、中身。放送やネットワー

クで提供される動画・音声・テキスト等の情報の

内容をいう。 

第３章２ 

し ＧＩＳ Geographical Information System の略。位置に

関する情報を持ったデータを総合的に管理し、加

工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断

を可能にする技術 

第３章２ 

 情報セキュリティ

ポリシー 

情報セキュリティに関する基本方針。どの情報を

誰が読み取れるようにするか、どの操作を誰に対

し許可するか、どのデータを暗号化するか等、情

報の目的外利用や外部からの侵入、機密漏洩等を

防止するための方針を定めたもの 

第４章 

そ ＳＯＨＯ Small Office Home Office の略。ICT（情報通信

技術）を利用して事業活動を行っている小規模の

事業者のこと。 

第１章１ 

ち 地域ＳＮＳ SNS は Social Networking Service の略。社会的

ネットワークをインターネット上で実現すること

を支援するコミュニティ型のインターネットサー

ビスを市町村や自治会などの地域単位で活用する

ことで、行政情報や地域情報などを入手できる情

報交流サービスを指す。 

第３章２ 

て ＤＳＬ Digital Subscriber Line の略。デジタル加入者

回線。電話用のメタリックケーブルにモデム等を

設置することにより、高速のデジタルデータ伝送

を可能とする方式の総称 

第２章２ 

 デジタル・ディバ

イド 

インターネットやパソコン等の情報通信技術を利

用できる者と利用できない者の間に生じる格差 

第１章１ 

 電子申請 市役所等に対する各種申請の際に、従来の書類提

出方式（紙媒体）に代わって、申請に必要なデー

タを電子化し、ネットワークを通じて申請手続き

を行うこと。 

第１章１ 

 電子調達 インターネットを用いて、競争参加資格の確認申

請、確認結果の受理、応札、応札結果の受理、再

入札といった入札・調達にかかる一連の業務を行

うこと。 

第３章１ 

な ナローバンド 概ね 128Kbps 以下の速度を持つ低速な通信回線の

こと。特に、電話回線を通じたインターネットへ

のダイヤルアップ接続のことを指す。ＡＤＳＬな

どの高速・大容量な回線を指す「ブロードバンド

」の対義語として使われる。 

第２章１ 

に 二次元コード 横方向にしか情報を持たない一次元コード（バー

コード）に対し、縦方向にも情報を持つ表示方式

第３章２ 
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索引 用語 用語解説 主な使用箇所 

のコードのこと。一次元コードに比べより多い情

報を格納でき、日本においてはＱＲコードが最も

普及している。1994 年にデンソーウェーブが開

発した二次元コードの一種で、白と黒の格子状の

パターンで情報を表す。ＱＲは Quick Response

に由来し、高速読み取りができるように開発され

た。ＱＲコードは株式会社デンソーウェーブの登

録商標である。 

は パブリックコメン

ト 

行政機関が政策の立案等を行う際に、原案を公表

し、これに対し市民や事業者等から意見を集め、

これを考慮して最終的な意思決定を行う制度 

第３章１ 

ふ ブロードバンド ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ケーブルインターネットをは

じめとした高速・超高速通信を可能とする回線 

第２章１ 

ほ ポータルサイト インターネットに接続した際に最初にアクセスす

るウェブページ。分野別に情報を整理しリンク先

が表示されている。 

第３章１ 

ま マルチペイメント 収納企業と金融機関との間をネットワークで結ぶ

ことにより、利用者がＡＴＭ、電話、パソコン等

の各種チャネルを利用して公共料金等の支払がで

き、即時に消し込み情報が収納企業に通知される

仕組みのこと。 

第３章２ 

め メーリングリスト 複数の電子メールアドレスをひとつのグループと

してまとめて登録し、多数の相手に同時に情報を

送信できるようにする手段のこと。 

第３章２ 

 メールマガジン 電子メールを利用して発行される雑誌のこと。発

行者が購読者に定期的に電子メールで情報を届け

るシステムのこと。発行元に自分のメールアドレ

スを登録することによって、次回発行時から届く

ようになる。 

第３章２ 

ゆ ユーザビリティ ソフトウェアやウェブサイトの使い勝手の尺度を

表す言葉。ユーザビリティの高さは、製品の操作

性が優れていることを意味する。 

第３章２ 

 ユビキタスネット 「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」アクセ

スが可能なネットワーク環境。なお、ユビキタス

とは「いたるところに遍在する」という意味のラ

テン語に由来した言葉 

第２章１ 

 ユニバーサルデザ

イン 

都市空間、施設、製品、サービスなどあらゆる領

域を対象とし、障害の有無、年齢、性別、国籍、

人種等にかかわらず、誰にとっても使いやすく魅

力的であるようにデザインすること。 

第２章１ 

ら ＬＡＮ Local Area Network の略。光ファイバーなどを

使って、同じ建物の中にあるコンピュータやプリ

ンタなどを接続し、データをやり取りするネット

ワーク 

第３章１ 

れ レガシーシステム メインフレーム（汎用機などとも呼ばれる大型コ

ンピュータ）を使った旧式（レガシー）の大規模

第３章２ 
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索引 用語 用語解説 主な使用箇所 

システムのこと。 

わ ＷＡＮ Wide Area Network の略。電話回線や専用線を使

って、本社―支社間など地理的に離れた地点にあ

るコンピュータ同士を接続し、データをやり取り

すること。 

第１章１ 
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開催日 議題 

平成 19 年 9 月 4 日 計画策定体制・計画策定の基本的な考え方について 

平成 19 年 11 月 27 日 計画案に対する意見・提言 

平成 20 年 1 月 22 日 市民意見の概要及び対応状況について 

 

 

 

  

 

（５０音順：敬称略） 

氏名 所属 

萩野 誠（委員長） 鹿児島大学法文学部教授 

森 邦彦（副委員長） 鹿児島大学学術情報基盤センター教授 

池堂 和久 鹿児島県企画部情報政策課長 

市原 公昭 鹿児島情報ビジネス専門学校専務理事 

宇都 由美子 株式会社かごしま医療ＩＴセンター代表取締役社長 

久保 誠 鹿児島商工会議所中小企業振興部長 

坂元 卓二 公募市民 

久永 忠範 株式会社フォーエバー代表取締役 

平田 洋士 公募市民 

吹留 博実 株式会社鹿児島ＴＬＯ代表取締役社長 

藤田 寛 日本放送協会鹿児島放送局副局長 

松尾 利昭 日本政策投資銀行南九州支店次長 

宮之原 綾子 社団法人鹿児島青年会議所観光の夢創造委員会委員長 

平成１９年９月４日現在 

 

 

計画の策定経過２ 

鹿児島市地域情報化推進委員会委員名簿 ３ 
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❏ 在宅介護支援システム・徘徊高齢者家族支援サービス（一次） 

❏ 高齢者福祉センターにおけるタッチパネル式端末の整備（一次） 

❏ 障害者向けＩＴ講習の実施（一次） 

❏ 防災情報システムの構築（一次） 

❏ 粗大ごみ受付システムの構築（一次） 

❏ 市役所ＷＡＮ整備（一次） 

❏ パソコンの整備（市民福祉プラザ、ゆうあい館等障害者福祉施設、教育施設）（一

次） 

❏ ホームページの運用（英語版ホームページ、大気汚染常時監視データ、鹿児島市観

光ガイド）（一次・ＩＴプラン） 

❏ 統計情報データベースの構築（一次） 

❏ ＫＥＩネットの整備・学校学習用コンテンツの配信（一次・ＩＴプラン） 

❏ 公共施設予約・案内システム（キュートピアネット）の構築（一次）・携帯電話サイ

トの構築（ＩＴプラン） 

❏ 図書館蔵書検索の構築（一次・ＩＴプラン） 

❏ かごしまデジタルミュージアムの構築（一次） 

❏ ソフトプラザかごしまの設置（一次）・ソフトプラザかごしまにおける産学官連携の

推進（一次） 

❏ 商店街活性化ソフト対策支援（一次） 

❏ 鹿児島ＣＧコンテストの開催（一次） 

❏ かごしまＩＴビジネスフェアの開催（一次） 

❏ 通訳ボランティア・ホームステイボランティアのデータベース化（一次） 

❏ 「青少年の翼」派遣先との電子メール交換（一次） 

❏ ボランティア活動支援システム（ボランティアサポートネット）の構築（一次） 

❏ 福祉総合情報システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 精神障害者福祉システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 児童医療電算システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 畜犬管理システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 食品等監視指導システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 保健福祉総合窓口聴覚障害者相談対応（ＩＴプラン） 

❏ 災害、気象及び避難勧告等の情報配信（安心ネットワーク１１９）（ＩＴプラン） 

❏ 鹿児島県電子申請共同運営システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 文書管理システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 鹿児島県電子調達システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 自動交付機導入（ＩＴプラン） 

❏ 統合型地理情報システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 行政評価システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ ＩＴ関連講座の開催・情報ボランティアの育成（ＩＴプラン） 

❏ 図書館電算システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ 情報化セミナーの開催（ＩＴプラン） 

❏ インキュベーション・マネージャーの配置（ＩＴプラン） 

❏ ＳＯＨＯ支援施設「ソーホーかごしま」の設置・ＳＯＨＯ支援イベントの開催（Ｉ

 これまでの取組・具体策一覧 ４ 
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Ｔプラン） 

❏ 観光と特産品の情報ステーション公衆端末の設置（ＩＴプラン） 

❏ ＩＴ体験コーナーの設置（ＩＴプラン） 

❏ 市政情報配信システムの構築（ＩＴプラン） 

❏ ＩＣカード乗車システム（敬老パス・友愛パスとの連携）の構築（ＩＴプラン） 

❏ パブリックコメント・「わたしの提言」電子メール受付（ＩＴプラン） 

❏ 例規検索システムの構築 

❏ 市議会会議録検索システムの構築 

❏ 農用地区域・農地台帳システムの構築 

❏ 法定外公共物管理システムの構築 

❏ コールセンターの構築 

  ※ 「（一次）」は鹿児島市地域情報化計画を、「（ＩＴプラン）」は鹿児島市地域ＩＴプ

ラン２１を指します。 
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